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遇最低基準規則」（Standard Minimum Rules for the Treatment of Prisoners）
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巻 3号（平成 28年 3月）（新しい規定の紹介）等がある。







































































































































(6) 3カ国の主たる協力者 ①韓国 安 成訓（韓国国際刑事司法研究所所員） ②ローソ
ン・キャロル（オーストラリア国立大学大学院博士課程在学）③アメリカ 大谷容子（カ
州 死刑廃止プロジェクトセンター委員）、弁護士 川目 武彦（当時・カリフォルニア
大学バークレー校留学中）
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品 Tシャツ 4着、羊皮の保温着／セーター 2着、羊皮のパンツ 2組、ショーツ 2
組、運動着 4着、下着 7着、靴下 7組、靴 1組、洗濯網 2個、天候や被収容者の体
調・年齢に応じた付加的な衣類、軽量の羊皮保温着 1着、軽量の羊皮パンツ 1着、
ズボン、作業着 3着、ドリルシャツ 3着、保温下着、ワークブーツ 1組、ジャケッ
ト 1着、靴／靴ひも 1足、帽子 1着、パジャマ 2着、サンダル 1組、性同一性障害
の受刑者には、本人が選択した性別の衣服が与えられる。








































規則 12では、各拘禁者は、夜間は 1房または 1室を与えられなければならない、
203
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も毎日 1時間の運動を義務付けし、作業時間の 8時間を 7時間としていた）。しか
し現実に毎日の運動を実施している施設は少ない。第 3種は毎日、第 4種は入浴日
以外は毎日が普通。類によって異なるのはどうか。
懲罰中には運動も月に 1回 30分程度との報告がある（岐阜刑）。平成 23年 5月
























































夕食時間 午後 4時 30分からが大多数の施設。受刑者の通常の日課のうち夕食
時間が 4時半としている所が多い。これは職員の都合が優先しており、一般社会と
大きく相異する。横になるのは平日午後 7時から、休日は 6時から。休日は午睡と
し、1時から 2時半まで横になれる。テレビは 7時から 9時。食事時間は 30分程
度（実際は 5～10分）。配膳された直後から、すぐ食器が回収される（水戸刑）。1






とができる（刑執規 16）。飲食物の総カロリーは、1人当たり 1日 2500キロカロ
リーを基準とする（刑執規 14②）。




できる（刑執規 11③）。主食は米と麦の混合穀で支給し、米 9、麦 1の割合とし、
207

















































































ちり紙 1カ月 300枚、歯ブラシ 3カ月 1本、歯みがき 2カ月 1個、浴用
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（面会に関する基本法規）












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ときには Serious Violationとして扱われる場合がある。Serious Violationは、
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かを考慮、因果関係が明白な場合には制裁措置を取ってはならない（規則 39―3）。




























































































































い（Baxter v. Palmigiano (1976)）。違反認定は証拠の優越（preponderance of
247






























第 2に、昼夜独居（法 76条）は、原則 3カ月、1カ月ごとの更新が可能である
が、事実上は無期限の延長が可能である。
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第 3に、昼夜独居の間は、面会、信書の発信は事実上禁じられている。
第 4に、保護室収容（法 79条 3項）は原則 72時間内であるが、必要な場合は
48時間ごとに更新でき、15日を超えることも珍しいことではない。
これらの現実は、明らかに規則 43「残虐な、非人道的な又は品位を傷つける取
扱」に該当する。
第6　むすび
本稿の仮設は、日本における犯罪者処遇の実際が、マンデラ・ルールをはじめと
する諸国際規約を基に、どこに問題があるかを検証することにある。それには単に
日本の現状と国際基準との比較検討だけではなく、韓国、オーストラリア及びアメ
リカ（カ州）の実際を取り上げ比較検証することで日本の被収容者の実際を明かに
することにある。
具体的には、2020年に日本・京都で開催される「国連犯罪防止刑事司法会議」
に本報告を提出し、わが国の行刑実態が国際基準はもとより近隣諸国と対比して
も、いかに劣悪であるかを、いわば外圧を楯に問題提起する意図でもある。本稿
は、そのための中間報告ではあるが、これまでの調査過程では比較国の矯正施設法
の概要を理解するに留まり、現実の扱いがどうであるかについての実際の検証に不
備のある点は認めざるを得ない。しかし、被収容者の人権問題が 100％満たされ
ている国は存在しないし、論理的にもあり得ない。いみじくもマンデラ・ルール
は、「最低基準」である。問題は、日本の行刑がその最低基準規則の大部分を満た
していないことにある。さらに満たしていない現実を、行刑当局はもとより司法も
違法性を認めることに消極的な現実がある。2020年までに、この比較研究成果を
国際会議で披露し、日本における犯罪者処遇への一助とするものである。
敬愛する増田豊教授退職記念号に本稿を捧げる機会の得られたことに感謝する。
（明治大学名誉教授）
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